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公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の 

  支給に関する法律（抜粋）（平成２２年３月３１日法律第１８号） 

 

目次（略） 

 

   第１章 総則  

（目的）  

第１条  この法律は、公立高等学校について授業料を徴収しないこととするととも

に、公立高等学校以外の高等学校等の生徒等がその授業料に充てるために高等学校

等就学支援金の支給を受けることができることとすることにより、高等学校等にお

ける教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機会均等に寄与することを

目的とする。  

（定義）  

第２条 この法律において「高等学校等」とは、次に掲げるものをいう。  

一 高等学校（専攻科及び別科を除く。以下この条及び第４条第３項において同

じ。）  

（中 略） 

２ この法律において「公立高等学校」とは、地方公共団体の設置する高等学校、中

等教育学校の後期課程及び特別支援学校の高等部をいう。 

（中 略） 

 

   第２章 公立高等学校に係る授業料の不徴収 

第３条  学校教育法第６条本文の規定にかかわらず、公立高等学校については、授

業料を徴収しないものとする。ただし、授業料を徴収しないことが公立高等学校に

おける教育に要する経費に係る生徒間の負担の公平の観点から相当でないと認め

られる特別の事由がある場合は、この限りでない。  

２  国は、公立高等学校における教育に要する経費のうち、前項の規定の適用がな

いとしたならば地方公共団体が徴収することとなる授業料の月額の標準となるべ

き額として政令で定める額（第６条第３項において「公立高等学校基礎授業料月額」

という。）を基礎として政令で定めるところにより算定した額に相当する金額を地

方公共団体に交付する。  

（中 略） 

 

附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、平成２２年４月１日から施行する。  

 

（以下略） 


